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第 1 章 総則 

（目的） 

第１条 この要領は、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 13 年法律第 26 号。以下

「法」という。）に基づき、サービス付き高齢者向け住宅の登録に関する事務の取扱いにつ

いて、必要な事項を定めることを目的とする。  

 

（適用の範囲） 

第２条 この要領は、山口県内の区域（第 2 章、第 11 条第 1 項及び第 2 項の規定については

下関市の区域を除く。）に適用する。 

 

第 2 章 サービス付き高齢者向け住宅の登録 

（登録の申請）  

第３条 法第５条第１項の登録又は同条第２項の登録の更新を受けようとする者（以下「登録

申請者」という。）は、国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律

施行規則（平成 23 年厚生労働省令・国土交通省令第２号。以下「共同省令」という。）で

定めるサービス付き高齢者向け住宅事業登録申請書（別記様式第一号）による正本及び副本

（正本２部、副本１部）に、それぞれ共同省令で定める添付書類を添えて申請しなければな

らない。 ただし、共同省令第７条第１項第６号の規定に基づき知事が必要と認める書類に

ついては、すでに知事に提出されている当該書類の内容に変更がないときは、申請書にその

旨を記載して当該書類の添付を省略することができる。 

２ 登録申請者は、法に基づく申請及び届出の添付書類の作成にあたっては、別表の作成要領に

留意するものとする。  

３ 申請に係る建物が建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第６条第１項の確認を要するとき

は、当該確認済証の交付後に登録を行うものとする。  

４ 登録申請者は、第１項の規定による登録又は登録の更新行う場合には、山口県使用料手数料

条例（昭和 31 年山口県条例第１号）による登録手数料を納めなければならない。  

 

（入居者の基準）  

第４条 共同省令第３条第二号に規定する都道府県知事が認める者は、次の各号のいずれかに



該当する者とする。  

一 要介護認定又は要支援認定を受けている入居者の介護を行う者  

二 入居している高齢者が扶養している児童（満 18 歳に満たない者をいう。）  

三 入居している高齢者が扶養している障害者（次に掲げる要件のいずれかに該当する者を

いう。）  

イ 身体障害の程度が身体障害者福祉法施行規則（昭和 25 年４月６日厚生省令第 15 号）

別表第５号の１級から４級までのいずれかに該当する者  

ロ 精神障害の程度が精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和 25 年５月 23

日政令第 155 号）第６条第３項に規定する１級から３級までのいずれかに該当する者  

ハ 知的障害の程度が山口県交付の療育手帳の等級がＡ若しくはＢ又はこれらに相当する

程度  

四 その他、知事が特に同居の必要があると認める者  

２ 法第９条第１項の規定に基づく登録事業者（以下「登録事業者」という。）又は登録事業者

から法第７条第５項の規定に基づく登録住宅（以下「登録住宅」という。）の管理を委託され

た者は、入居申込者から年齢を証する書類等の提出を求め、法第７条第四号及び前項に規定

する入居者の資格を具備するか否かについて審査するものとする。 

  

（登録簿の閲覧） 

第５条 法第 10 条の規定に基づく登録簿は、サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム

に掲載されている登録情報とし、インターネット上にて一般の閲覧に供するものとする。 

 

（廃業等の届出）  

第６条 法第 12 条の廃業等届の様式は、第１号様式とする。 

 

（登録の抹消）  

第７条 法第 13 条第１項第１号の登録抹消申請書の様式は、第２号様式とする。 

 

（登録住宅の目的外使用） 

第８条 法第 19 条の２第１項の規定に基づく承認を受けようとする登録事業者は、共同省令

で定める目的外使用に係る承認申請書（別記様式第三号）を知事に提出しなければならない。 

 

（状況報告） 

第９条 知事は、法第２４条の規定に基づく管理等受託者（以下「管理等受託者」という。）に

対し、その業務に関し必要な報告を求めることができる。 

 

（立入検査） 

第１０条 知事は、法第 24 条の規定に基づき、その職員に、登録事業者若しくは管理等受託者

の事務所若しくは登録住宅に立ち入り、次の表の(い)欄に掲げる検査の種類毎に、それぞれ

同表の(ろ)欄に掲げる時期に検査させ、質問させることができる。 

 



 (い)検査の種類 (ろ)時 期 

(1) 定期立入検査 ①新規の登録日から１年以内。ただし、入居開始時期が登録日以降

である場合は、入居開始日から１年以内。 

②更新の登録日から５年以内。 

(2) 特別立入検査 ①前条の報告の内容に疑義があるとき。 

②過去に違反事例があるとき。 

③(1)項の定期立入検査において指示した事項に対する改善状況等

を確認するとき。 

④その他必要と判断したとき。 

２ 前項の立入検査は、別に定める実施要領に基づき実施する。 

 

第 3 章 登録の基準 

（基準の取扱い） 

第１１条 サービス付き高齢者向け住宅の床面積の算定に当たっては、次の各号によるものと

する。  

一 各居住部分の床面積は、壁芯で算定する。  

二 パイプシャフト、メーターボックス等のうち、各住戸に隣接し共用部分と扉等で区画さ

れ各住戸に必要なもの、又は、住戸部分からのみ点検するものについては、各住戸の床面

積に含めることができる。ただし、その面積が過大なときは専用部分の面積に含まないこ

ととする。  

２ 共同省令第８条の規定による、サービス付き高齢者向け住宅の各居住部分の床面積を 25 ㎡

以下に緩和するときの「高齢者が共同して利用するため十分な面積を有する場合」とは、食

堂、台所等の共同利用部分の面積の合計が、各専用部分の床面積と 25 ㎡の差の合計を上回

る場合とする。  

３ 山口県高齢者居住安定確保計画３（１）の追加基準（以下「追加基準」という。）の適用に

当たっては、次の各号によるものとする。 

一  土砂災害特別警戒区域（土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12年法律第 57号）

第 9 条第 1項に規定するものをいう。以下同じ。）外には、対策工事等により土砂災害特

別警戒区域外となるものを含む。 

二  知事が定める基準は次のとおりとする。 

  基準 

(1) 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和 44 年法律第 57

号）第 3条第 1 項に規定する急傾斜地崩壊危険区域内に存しないこと 

(2) 

地すべり防止法（昭和 33 年法律第 30 号）第 3 条第 1項に規定する地す

べり防止区域内に存しないこと 

三  住戸を追加する登録事項の変更を行う場合は、追加基準が適用される。 

四  追加基準施行前に登録申請を受け付けたものが、登録更新を行う場合、追加基準は適用

されない。 

 

 

 



附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成 23 年 10 月 20 日から施行する。  

２ 第９条第２項の規定は、平成 24 年４月１日以降、法第５条第１項の登録申請を行うもの 

から適用する。  

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成 24 年 11 月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成 25 年 12 月 10 日から施行する。 

２ 平成 25 年３月 31 日までに登録したサービス付き高齢者向け住宅については、第８条第１ 

項の表の(1)項（ろ）欄は、次の表に読み替える。 

 (い)検査の種類 (ろ)時 期 

(1) 定期立入検査 ①新規の登録日から５年以内。 

②更新の登録日から５年以内。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成 29 年 10 月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和元年 12 月 14 日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和２年 11 月２日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第 10 条第３項第２号の規定は、施行の日までに登録を行った住宅に対しては、なお従前 

の例による。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和４年９月１日から施行する。 



（経過措置） 

２ この要領の施行の日前にされた法第５条第１項の登録（同条第２項の登録の更新を含む。

以下この項において同じ。）の申請であって、この要領の施行の際、登録をするかどうか

の処分がされていないものについてのこれらの処分については、なお従前の例による。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和７年 10 月１日から施行する。 

 

  



別表（添付書類作成要領） 

 

書類の種類 表示すべき事項等 根拠 

１ サービス付き高齢

者向け住宅事業登

録申請書 

（別記様式第一号） 

・申請書の別添４の備考欄に各サービスの具体

的内容を記載のこと。 

 

２ 
各階平面図 ・縮尺 

・方位 

・間取り 

・各室の用途及び設備の概要 

・求積可能な寸法 

共同省令 

第７条第一

号 

３ 
加齢対応構造（バリ

アフリー）等を表示

した書類 

・サービス付き高齢者向け住宅情報提供システ

ムで公開されている加齢対応構造等のチェッ

クリスト（別紙２①）を添付 

・改修でやむを得ない場合、サービス付き高齢者

向け住宅情報提供システムで公開されている

加齢対応構造等のチェックリスト（別紙２②）

を添付 

共同省令 

第７条第二

号 

４ 
入居契約に係る約

款 

・住宅の賃貸借契約書又は利用権契約書を添付 

・サービス付き高齢者向け住宅情報提供システ

ムで公開されているサービス付き高齢者向け

住宅の入居契約の登録基準適合性に関するチ

ェックリスト（別紙４）を添付 

共同省令 

第７条第三

号 

５ 
委託契約に係る書

類 

・サービス付き高齢者向け住宅の管理又は高齢

者生活支援サービスの提供を他の事業者に委

託する場合に添付 

共同省令 

第７条第四

号 

６ 
法第７条第１項 

第八号に掲げる 

基準に適合する 

ことを証する書 

類 

・家賃等の前払金を受領する場合に、その前払金

についてサービス付き高齢者向け住宅事業者

が返済債務を負うこととなる場合に備えて、

銀行による保証その他の必要な保全措置を講

じることを証する書類を添付 

共同省令 

第７条第五

号 

７ 
その他山口県知 

事が必要と認め 

る書類 

・以下のことがわかる求積表 

 ア 各住戸部分の床面積 

 イ 食堂・台所等の共同利用部分の床面積 

・状況把握及び生活相談サービスに係る契約書

（住宅部分の賃貸借契約に含まれていない場

合に添付） 

・高齢者生活支援サービス契約書（住宅部分が賃

貸借契約の場合に添付） 

・建築基準法第６条第１項の確認済証の写し（サ

ービス付き高齢者向け住宅として整備するた

め建築確認が必要な場合「登録」までに添付） 

・老人福祉法第２９条第７項の規定に基づく重

要事項説明書（山口県優良老人ホーム設置運

営指導指針 14 契約内容等 （4）重要事項

の説明等 による別紙様式） 

・旧耐震建築物の場合、耐震性を有することを証

明する書類で、以下のいずれかを添付 

ア 耐震判定委員会が交付する評定書の写し 

イ 住宅の品質確保の促進等に関する法律第

共同省令 

第７条第六

号 

 

 



５条に基づく「住宅性能評価書」の写し 

ウ その他山口県知事が上記と同等と認める

書類 

・土砂災害特別警戒区域内の建築物の場合、以下

を添付 

（1）確認申請を伴う場合 

土砂災害対策工事に伴う確認済証の写 

し 

（2）確認申請を伴わない場合 

土砂災害対策工事に係る構造規定適合報

告書（別紙７） 

・土砂災害特別警戒区域を解除する行為を証す

る書類 

 

・旧耐震建築物又は土砂災害特別警戒区域内の

建築物の場合、工事完了後、速やかに「サービ

ス付き高齢者向け住宅の建築工事等が完了し

た旨の報告書」（別紙８） 

 

・以下のことがわかる付近見取図 

ア サービス付き高齢者向け住宅の位置 

イ 敷地外(半径500m圏程度)に資格者が常駐

する場合、資格者が常駐する場所の位置 

 

・以下のことがわかる配置図 

ア 縮尺 

イ 方位 

ウ サービス付き高齢者向け住宅の敷地内に

おける位置 

エ 敷地境界線 

 

・登録要件の確認情報（別紙９）  

 

 



 

 

第１号様式（要領第６条関係） 

   年  月  日 

 

山口県知事       様 

 

 

郵便番号 

                住所又は主たる事務所の所在地 

 

商号、名称又は氏名                   

 

電話番号 

 

 

サービス付き高齢者向け住宅事業廃業等届 

 

高齢者の居住の安定確保に関する法律第１２条の規定により、サービス付き高齢者向け

住宅事業について、下記のとおり廃業等を届け出ます。 

 

記 

 

登録年月日  

登録番号  

登録住宅の名称  

届出事由 

（いずれかに○印を記入） 

１ 登録事業の廃止 

２ 法人の解散 

（合併及び破産手続開始の決定以外の理由による） 

３ 破産手続開始の決定 

届出事由発生日   年  月  日 

届出者の種別 １ 登録事業者（届出事由１又は２の場合） 

２ 破産管財人（届出事由３の場合） 

 

備考 

１．届出者が法人である場合には、代表者の氏名を記入すること。 

 

 

 

 

 

 



 

 

第２号様式（要領第７条関係） 

   年  月  日 

 

山口県知事       様 

 

 

郵便番号 

                住所又は主たる事務所の所在地 

 

商号、名称又は氏名                   

 

電話番号 

 

 

サービス付き高齢者向け住宅事業登録抹消申請書 

 

高齢者の居住の安定確保に関する法律第１３条第一号の規定により、サービス付き高齢

者向け住宅事業について、下記のとおり登録の抹消を申請します。 

 

記 

 

登録年月日  

登録番号  

登録住宅の名称  

抹消する戸数等 戸数 

住戸番号 

抹消事由  

 

 

 

備考 

１．届出者が法人である場合には、代表者の氏名を記入すること。 

  



（別紙７） 

  年  月  日  

 

 

山口県知事 様 

 

建築士事務所 

 

所在地 

 

建築士登録番号    級建築士第     号 

 

氏名                    

 

土砂災害対策改修工事に係る構造規定適合報告書 

 

サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けようとする、下記の建築物の土砂災害対策改修工事

の計画については、関係図書により建築基準法施行令第８０条の３の規定に適合していることを

確認したので報告します。 

 

記 

１ 建築物の概要 

建 物 名 称  

所 在 地 

（地名地番） 

 

（住居表示） 

 

建 物 用 途  

構 造 ・ 規 模 

構  造 造 

階  数 地上   階 ・ 地下   階 

延べ面積                     ㎡    

２ 土砂災害対策工事の概要等 

土砂災害対策工事の内容 

（該当□に✔してください。） 
□外壁補強   □門・塀の築造 

構

造

設

計

を

行

䣬

た

建

築

士

事 務 所 名 称  

所 在 地  

電 話 番 号 （    ）    ― 

事 務 所 登 録 番 号 

及 び 登 録 年 月 日 

知事登録第        号 

年  月  日登録 

建 築 士 氏 名  

建 築 士 登 録 番 号 級建築士  第      号 

３ 添付図書 

付近見取り図、配置図、各階平面図、立面図、断面図、構造図、 

その他必要な書類（                              ） 

建築基準法施行令第 80 条の 3 の規定に適合していることを確認した建築士の免許証の写し 



（別紙８） 

 

 

サービス付き高齢者向け住宅の建築工事等が完了した旨の報告書 

 

年  月  日 

 

山口県知事  様 

 

申請者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

申請者の氏名又は名称            

代 表 者 の 氏 名 

 

サービス付き高齢者向け住宅の建築工事等が完了しましたので、下記のとおり報告します。 

 

 

１．サービス付き高齢者向け住宅の登録番号     第        号 

２．サービス付き高齢者向け住宅の当初申請年月日       年   月   日 

３．工事着手年月日                     年   月   日 

４．工事種別                   □耐震改修工事 □土砂災害対策改修工事 

５．登録に係る住宅の位置 

 （地名地番）                                

 （住居表示）                                

６．計画に従って、建築工事等が行われたことを確認した建築士 

（ 級）建築士（  ）登録第     号     （ 級）建築士事務所（  ）知事登録第     号 

住所                        名称 

氏名                       所在地 

７．工事中の軽微な変更の内容 

 

 

（本欄には記入しないでください。） 

受付欄 登録番号欄 決 裁 欄 

年  月  日 年  月  日  

 

 

 

第 号 第 号 

係員印 係員印 

 

（注意） 

 

（１） 申請者が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 

（２） 建築基準法第６条（第６条の２）に基づく確認済証の交付を受けた住宅については、建築基準法

第７条第５項（第７条の２第５項）の規定に基づく検査済証の写しを添付してください。 

（３） 工事完了写真を添付してください（耐震改修工事及び土砂災害対策工事が行われたことが確

認できるもの）。 

（４） 土砂災害特別警戒区域を解除する行為を行ったものは、土砂災害特別警戒区域が解除された

ことを証する山口県報の写しを添付してください（登録申請時に提出済みの場合は、不要）。 



（別紙 9） 

 

登録要件の確認情報 

 

１．登録申請者が個人である場合 

 

２．登録申請者が法人である場合 

 

登録申請者登録申請者登録申請者登録申請者    

氏 名 読み仮名 生年月日 住 所 

    

登録申請者が営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合、その法定代理人登録申請者が営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合、その法定代理人登録申請者が営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合、その法定代理人登録申請者が営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合、その法定代理人    

氏 名 読み仮名 生年月日 住 所 

    

事務所の代表者である使用人事務所の代表者である使用人事務所の代表者である使用人事務所の代表者である使用人    

氏 名 読み仮名 生年月日 住 所 

    

当該法人の役員当該法人の役員当該法人の役員当該法人の役員    

氏 名 読み仮名 生年月日 住 所 

    

    

    

    

事務所の代表者である使用人事務所の代表者である使用人事務所の代表者である使用人事務所の代表者である使用人    

氏 名 読み仮名 生年月日 住 所 

    


